
北電産業株式会社 （単位：千円）

2,508,813 3,946,268

500,433 651,194

1,020,182 2,120,000
964,745 679

7,133 214,919
1,639 770,481

14,884 36,304

△205 45,079

19,550

88,059

9,630,024 1,857,774

8,211,894 2,265

6,099,727 451,014

339,191 7,150

591,430 1,397,344

69,110

1,041,307

2,677

68,450 5,804,043

1,942

314 6,334,794

773 100,000

854 1,706,025

1,416,187 1,706,025

27,000 4,528,769

0 25,000

7,859 4,503,769

1,258,325 1,950,000

163,155 2,553,769

△40,152

6,334,794

12,138,837 12,138,837

貸　借　対　照　表

第52期　　2026年 3月31日 現在

金    額

固 定 資 産

建 物

貸 倒 引 当 金

そ の 他

短 期 借 入 金

リ ー ス 投 資 資 産

未 払 金

前 払 費 用 未 払 費 用

資　産　合　計 負債・純資産合計

科      目

買 掛 金

無形固定資産

純資産合計

繰 延 税 金 資 産

固 定 負 債

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

有形固定資産

預 り 金

リ ー ス 債 務

売 掛 金

別 途 積 立 金

水道施設利用権

機 械 装 置

資 本 剰 余 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

前 受 金

預り敷金・保証金

科      目 金    額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流 動 負 債

役員退任慰労引当金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

未 払 法 人 税 等

構 築 物

商 品

繰越利益剰余金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

リ ー ス 資 産

関係会社出資金

長 期 前 払 費 用

借 地 権

投資その他の資産

電 話 加 入 権

株 主 資 本

その他利益剰余金

資 本 金

負債合計

【純資産の部】

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

土 地

器 具 及 び 備 品



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

ア 有価証券

その他有価証券

◇市場価格のない株式等

　総平均法による原価法

イ たな卸資産

　 商品は最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

 の切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除く）及び無形固定資産は、定額法によっている。

イ リース資産

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るものはリース期間を耐用年数とし、残

 存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

ア 貸倒引当金

　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

 念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

 いる。

イ 退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額（簡便

 法）に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウ 役員退任慰労引当金

　 役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100％を計上して

 いる。

(4) 収益及び費用の計上基準

　 当社の主要な事業は、不動産賃貸、人材派遣である。

 不動産賃貸事業については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　

 2007年３月30日）に従って収益を計上している。

 　人材派遣事業においては、契約に基づき顧客に当社と雇用契約を締結したスタッフを派

 遣する履行義務を負っている。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引

 であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識している。

2025年４月１日から

個　別　注　記　表

2026年３月31日まで



２．税効果会計に関する注記

    法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

 当社は、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、

 「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応

 報告第42号 2021年8月12日）に従っている。

３．その他の注記

　  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。


